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大学敷地内における違反喫煙の類型と介入つき観察の効果（長谷川）
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*1	 日本学校保健学会「タバコのない学校」推進プロジェクト
	 http://openweb.chukyo-u.ac.jp/〜ieda/P-university.htm
*2	 日本学校保健学会「タバコのない学校」推進プロジェクト
	 http://openweb.chukyo-u.ac.jp/〜ieda/P-university.htm＃year
本稿は指定喫煙場所以外での喫煙を禁止している大学構内における違反喫煙行為を質的・量
的に類型化し、介入つき観察（傍観者的観察ではなく、違反喫煙者に喫煙を止めさせるように
注意活動を行う観察）の効果と今後の対策について検討することを目的とする。
１. 大学敷地内全面禁煙の背景と議論
１.１. 全国の実施状況
日本学校保健学会「タバコのない学校」推進プロジェクトの資料によると＊1、敷地内禁煙を実
施している全国の大学キャンパス・学部は、2000年度以前は6カ所にすぎなかったが、2003年
度は23カ所、2010年度には185カ所、2013年度には240カ所と、着実に増えている＊2。また、
文部科学省は2003年4月の通知	「受動喫煙防止対策及び喫煙防止教育の推進について」におい
て、「禁煙原則」のタバコ対策を大学に求めた。
あくまでおおざっぱな把握だが、上掲資料および各大学のWebサイトに基づいて、実施の時
系列を調べてみると、
・	まずは、東京神学大学、聖心女子大学、名古屋聖霊短期大学など、ミッション系や女子短期
大学で導入。
・	2003年度頃からは、秋田大学医学部（2003.7）、兵庫医科大学（2003.12）、金沢大学医学部
（2004.1）、岡山大学医学部・歯学部（2004.4）というように、医療系のキャンパスで部分導入。
・	2005年頃からは、岐阜大学（2005.4.）、弘前大学（2008.4.）、岩手大学（2008.4）、香川大学（2009.4）、
福島大学（2010.1）、東北大学（2011.10.）、立命館大学（2013.4）、岡山大学（2014.4.）、大阪大学
（2015.4.目標）、大阪教育大学（2015.10.予定）というように、学部の違いによらずキャンパス
敷地内を全面禁煙とする大学が増えてきた。
１.２. 全面禁煙の論拠
敷地内全面禁煙とは、建物内はもとより、指定喫煙場所も設けないという厳しい方針であ
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*3	 兵庫医科大学病院「敷地内全面禁煙の完全実施のお知らせとお願い」
	 http://www.hosp.hyo-med.ac.jp/guide/activity/no_smoking.html
*4	 	岐阜大学トップ＞教育・学生生活＞岐阜大学生として＞キャンパス内全面禁煙について。なお、2014年4月
にURLが以下の通り変更された。　http://www.gifu-u.ac.jp/campus_life/student/no_smoking.html
*5	 	多くの企業や自治体では少なくとも分煙を実施しており、喫煙者は、喫煙所に足を運ぶ時間、仕事を中断しなければならない。
また、介護福祉企業の中には、採用段階において喫煙者を排除している場合がある。例えば、ドラッグストアZAGZAG（ザグザグ）
は、平成25年1月1日付けの「禁煙宣言」（http://www.zagzag.co.jp/recruit/no_smoking.html）において、「平成25年1月以降の
新卒採用、中途採用において、喫煙されている方からの応募はご遠慮いただきます。」と明言している。このように、大学在籍
中に喫煙習慣を身につけさせることは、その学生の健康を損ねるばかりでなく、将来の就職に不利益をもたらす可能性が高い。
る。その論拠はどういう点にあるのだろうか?	すでにこの方針を実施しているいくつかの大学
から、その理由をさぐってみることにしたい。
まず、医療系大学の中で、2003年12月からという早期に敷地内禁煙を実施した兵庫医科大
のサイトから関係箇所を以下に引用する【下線は筆者による】＊3。
.....タバコは「百害あって一利なし」の言葉通り、癌や呼吸・循環器病など多くの病気を引き起こし、悪化させ
ます。毎年世界で500万人、日本で11万人もの方がタバコ関連の病気で死亡しています。喫煙習慣そのもの
が病気（薬物依存症）で、約1時間で切れるニコチンという薬物に脳が支配された状態です。喫煙は病気からの
回復を遅らせ、再発の原因ともなります。また、他人のタバコの煙を吸わされる受動喫煙も、有害・危険です。
　本学（病院）は、医師の養成・教育及び病気の予防・治療を高い水準で行う社会的使命があります。その使
命の遂行と皆様の健康を守るためには、敷地内全面禁煙の完全実施しかありません。ご協力よろしくお願い
します。また、タバコの持参や敷地外周辺での喫煙もご遠慮ください。
この兵庫医科大学の場合には、まず喫煙の有害性を指摘し、医療系の大学という社会的使命に
基づいて全面禁煙を実施したというロジックになっている。
次に、総合大学としては早い時期（2006年）から敷地内全面禁煙を実施している岐阜大学の場
合は、「キャンパス内全面禁煙について」というサイト＊4で全面禁煙の理由を以下のように述べ
ている【以下、抜粋。下線は筆者による】。
・	岐阜大学は、学生の皆さんが喫煙習慣を付けないように、また、健康的で美しいキャンパスを目指し、「キャ
ンパス内全面禁煙」を行っています。キャンパス内での禁煙に協力ください。
・	岐阜大学は、学生の皆さんが大学生時代に生涯の健康を守るための習慣を身に付けることが大切だと考えています。
　	そのひとつとして学生時代に喫煙習慣を付けないようにするため、また健康的で美しいキャンパスを目指し
て禁煙運動を行い「キャンパス内全面禁煙」としています。
・	岐阜大学がキャンパスを全面禁煙にしたのは、学生の人たちがタバコを覚えないようにするためです。
・	全くやめる気がない人は、本人の責任ですので無理は言いません。ただ、大学では吸わないで下さい。勤務時
間中にお酒を飲まないのと同じことです。
・	もし、少しでもやめようと思っているのであれば、大学病院の禁煙外来に相談して下さい。専門家がお手伝い
します。保険もきくようになりました。
岐阜大学の場合は、喫煙者に喫煙が有害であることや副流煙の被害を訴えているだけでなく、
「学生時代に喫煙習慣を付けないようにする」ということを教育上の使命としている。後述する
ように、大学がその敷地内に喫煙所を設けている限りは、先輩や仲間などから喫煙所での談笑
に誘われる可能性が少なくない。大学敷地内に喫煙所が無ければ、圧倒的多数が未成年であっ
て非喫煙者であるはずなの新入生は、少なくとも大学内において喫煙習慣を身につけることは
ない。そのことが学生の将来の健康を守り、かつ将来の就職・就労上の不利益を被らなくて済
む＊5という配慮であることが示唆される。
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*6	 	大阪大学喫煙対策ワーキンググループ報告書（2013年10月）
	 http://www.osaka-u.ac.jp/jp/facilities/anzen/smoking/no/siryo04.pdf
もう1つ、2015年4月1日からの敷地内全面禁煙を目標としている大阪大学・喫煙対策ワー
キンググループ報告書（2013年10月）＊6は、「キャンパス内禁煙は、未成年者に対する健康教育、
大学構成員の健康の保持・増進の観点から、以下のとおり、有意義であると考えられる。」とし
て以下の点を挙げている【下線は筆者による】。
⑴学生に対する健康教育の実践
受動・能動を問わず未成年学生の喫煙を防止し、心身ともに健康的な学生を社会へ送り出すことは教育機関
としての責務である。
⑵受動喫煙防止の徹底
...【略】...キャンパス内禁煙は、女性や子ども（胎児）を含む非喫煙者が受動喫煙による悪影響を受けない権利を
保障する取り組みである。
⑶喫煙者を減少させるドライビングフォース
喫煙は、前述の非喫煙者に対する受動喫煙の悪影響だけでなく、喫煙者本人の健康に重大な影響を与えるこ
とは明らかである。肺がんや喉頭がんや虚血性心疾患等による死亡率の上昇、咳・痰や息切れ、労作時呼吸
困難等の症状、さらには慢性気管支炎の発症、胎児の発育に対する悪影響等が指摘されている。キャンパス
内禁煙は、喫煙場所をなくすことにより喫煙者数自体も減少させる効果があると期待できる。
このように、大阪大学の場合は、教育機関としての責務、受動喫煙防止に加えて、喫煙者数減
少の効果を期待していることがわかる。
紙数の都合で、各大学の事例引用は以上にとどめるが、単に、受動喫煙防止を目的とするだ
けでは、敷地内全面禁煙の必然性は薄いように思われる。屋外で人通りから離れた場所に何カ
所か喫煙所を設置したとしても、非喫煙者に副流煙が届く可能性は少ないからである。
しかし、大学が喫煙所を設置することについては、別の問題や弊害がある。
第一に、そのような場所を設置するということは、喫煙者に対して、どうぞこの場所でご自
由にタバコを吸ってくださいというサービスを提供することになる。これは、アルコール依存
症の人のために酒場を提供するようなものであり、教育機関として理念上好ましくない。	
第二に、教職員・学生の喫煙行為を減らし、かつ新入生に喫煙習慣を新たに身につけさせな
いという目的から言えば、喫煙行為に不便を強いるという方策はきわめて有効であろう。なぜ
なら、研究室・講義棟から敷地外まで出向いて喫煙をすることにはそれなりの時間と労力が伴
う。また、喫煙所に集う喫煙者間の交流も閉ざされ、喫煙所に通うことで得られる談笑や情報
交換といったポジティブな結果が喫煙行為に随伴することや、友人同士で連れ立って喫煙所に
向かうという喫煙促進環境が無くなる。学内での勤務時間・勉学時間帯での喫煙を我慢するこ
とは一定時間ニコチンの摂取を停止することになるため、結果的にニコチン依存を軽減し、自
宅など他の場所での禁煙を支援することにもつながると期待される。但し、これらの効果につ
いては、しっかりと実証データを集めていく必要がある。
なお、敷地内全面禁煙の合意を形成するための文書と、喫煙者に敷地内禁煙を説得するため
の呼びかけ文書とは同一にはならない可能性にも留意する必要がある。学内での合意形成では
最大公約数的な論点だけが盛り込まれるいっぽう、敷地内禁煙自体は、「大学の正式な方針と
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*7	 	かつては、学長による全面禁煙の提案が学部教授会の同意を得られずに頓挫したことがあった。例えば和歌
山大学では、2004年4月から実施予定であった全面禁煙化が、過半数学部の否決により頓挫したという。（2004
年4月2日付けの共同通信ニュースによる。）しかし、最近ではむしろ、教授会の同意を前提とせずに敷地内
禁煙が実施されるようになった。
*8	 	13大学の中には、「キャンパス内全面禁煙」を宣言し、灰皿を全面撤去したものの、諸事情により再び灰皿を
設置することとした大学もあったという。
して決定済みである」としてトップダウン的に実施することが可能であるからである。最近で
は、大学法人は1つの事業場であり、労働安全衛生法の規定により衛生管理者を選任したり、
安全衛生委員会を設置しなければならないという考え方が定着しつつある。この場合、大学敷
地内を全面禁煙にするか、分煙とするかといった決定権限者は学長にあり、各学部・大学院の
教授会の審議事項にはあたらないと考えることもできる。＊7
１.３. 全面禁煙の弊害可能性
喫煙習慣のある学生・教職員が少なからず居た場合、全面禁煙を実施することにはいくつか
のリスクが伴う。上掲の大阪大学・喫煙対策ワーキンググループ報告書（2013年10月）は、敷
地内禁煙を実施もしくは近々実施予定の13大学＊8を視察した上で、「他大学の実例から見た
キャンパス内禁煙を実施した場合のリスク」として以下の3点を挙げている。
⑴敷地外（近隣）での喫煙問題
キャンパス内を禁煙にすることにより、門の外（敷地外）で喫煙するようになる事例が、ほとんどの大学で報
告されており、通学者や近隣住民など大学構成員以外の者が受動喫煙の被害を被るという事例も報告されて
いる。また、タバコの吸殻が散乱している状況がみられ、これに伴う近隣の住民からの苦情対応やキャンパ
ス周辺地域のパトロール、清掃などの業務負担増加も確認された。
⑵隠れ喫煙と小火の問題
敷地内に隠れ喫煙所ができることが報告され、5大学において、灰皿がないことなどから、ポイ捨てによる小
火が発生したという事例が報告されており、消防署から灰皿を設置するように指導された事例もあった。また、
キャンパス内でも吸殻が散乱し定期的な清掃が必要になったり、職員がパトロールを行っているという事例
もあった。
（3）長時間にわたる職場離脱
一度喫煙のために席を立つと、場所の離れた敷地外まで行くこととなり、20〜30	分不在となるという事例や、
1日に何本も喫煙することにより勤務時間に影響が出ることを問題視されている大学もあった。
以上3点は、本質的には、ニコチン依存がひどいために禁煙方針に従うことができない、も
しくは確信犯的に従わない関係者がいること自体に問題があると思われるが、近隣住民への迷
惑防止、防火対策、職務規律遵守を併せて実施する必要があることを示している。
なお、上掲3点のうち、吸い殻ポイ捨て問題は、喫煙所廃止とは無関係に発生している可能
性がある（ポイ捨て者は所構わずポイ捨てする一方、喫煙所利用者は喫煙所が廃止されてもポ
イ捨てしないという可能性）。この点は本稿後半の違反喫煙調査の結果をふまえて改めて論じ
ることにしたい。
１.４. 違反喫煙行為への対応
もし、すべての学生・教職員全員が非喫煙者であったとしたら、禁煙論議は不要であり何の
対策もとる必要はない。しかし、上記1.3のように現実には、隠れ喫煙やポイ捨て行為をゼロ
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 *9  違反行為をゼロにできないからといって、敷地内全面禁煙が無意味であるという主張はあたらない。例え
ば100人中30人だった喫煙者が10人に減るならば、20人の減少という成果があったと見なすべきである。
*10 兵庫医科大学学生部長による注意文書 2010年7月23日
 http://www.hyo-med.ac.jp/campus_life/campus_life/nosmoking.html
*11 岐阜大学Webサイト：キャンパス内全面禁煙について
 http://www.gifu-u.ac.jp/campus_life/student/no_smoking.html
*12 香川大学 禁煙サポーター募集記事
 http://www.kagawa-u.ac.jp/files/2713/1838/5696/.pdf
*13 名城大学学内完全禁煙に向けた禁煙ロードマップ
 http://www.meijo-u.ac.jp/about/action/no_smoking/pdf/schedule.pdf
に抑えることはできない実情がある＊9。このような違反行為に、各大学はどのように対処して
いるのだろうか。
まず、2003年10月に敷地内禁煙を実施した兵庫医科大であるが、2010年7月には、以下の
ような警告＊10が発せられており、「相当の処罰の対象とする」との警告が記されている。
敷地内全面禁煙について 
　本学敷地内および周辺道路（下記の禁煙範囲参照）は全面禁煙となっていますが、昨今、一部の学生に未だ喫
煙者が見受けられることから、本年9月以降に上記の場所にて喫煙行為を発見した場合には、相当の処罰の対象
とするので、より一層、禁煙を厳守すると共に、各自、医学部生としての自覚と責任をもって禁止区域内での
喫煙行為は固く慎むこと。 
2010年7月23日　学生部長 
もっとも、実際に処罰が行われたのかどうか、またこの注意発信のあとで、そのような悪質喫
煙が根絶されたのかどうかについてはネット検索では確認できなかった。
次に、岐阜大学の場合は、違反喫煙者に「イエローカード」を手渡すという方法をとっている＊11。
キャンパス内での喫煙者には、学生・教職員・外来者を問わず、「イエローカード」を出します。このカードをもらっ
てしまった方は、保健管理センターや病院の禁煙外来を訪ねるなどして、タバコを止めるきっかけとしてください。
2009年4月から完全禁煙を実施した香川大学では、禁煙パトロールを行う学生禁煙サポー
ターの募集を行っている＊12。パトロールの範囲と、喫煙者への依頼内容は以下の通りとなっ
ている。
・大学周辺での喫煙者に以下の声掛けを行い、啓発カードの配布、携帯灰皿を持っていない者
には携帯灰皿を配布する。
・“大学の顔”である門前での喫煙は交通の妨げ 、受動喫煙 、火災の危険を認識し、大学教職員・
学生として、この付近での喫煙はしないでください。
・敷地外の他の場所でも、携帯灰皿を持ち本人の責任において片付けるなど、マナーある行動
をお願いいたします。携帯灰皿をお持ちでない場合は、携帯灰皿を渡し、協力をお願いする。
このほか、また、名城大学＊13では平成25年度から禁煙パトロール隊を結成し、学内の重点
見回りによるポイ捨て等の重点防止をめざしているという。当該ロードマップでは罰則規定の
制定を検討しているとのことであるが、罰則規定がどのように制定されているのかはネット検
索では確認できなかった。
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*14	 	「津島地区における受動喫煙防止対策に関する提言書−津島地区から受動喫煙を無くすために−」岡山大学・
津島地区安全衛生委員会2011年1月31日
	 http://www.okayama-u.ac.jp/user/hokekan/jikoboshi/teigensho110214.pdf
*15	 岡山大学保健管理センターの禁煙相談専用サイト
	 http://www.okayama-u.ac.jp/user/hokekan/jikoboshi/tabako.htm
*16	 	2014年3月12日付けの注意喚起文書。なお、学年別の喫煙率調査や「喫煙を止めたいと思っているか」といっ
た調査は、いずれも学生の定期健康診断時の問診票に基づいて集計されている。よって、喫煙習慣を隠そ
うとする者が虚偽の回答をしたり（＝喫煙しているのにしていないと答える）、自分をよく見せかけるため
に、本音ではなく建前で「止めようと思っている」と答える）などの可能性があり、事実と異なる比率になっ
ている可能性に留意する必要がある。
２. 岡山大学における敷地内全面禁煙の経緯と介入つき観察の意義
２.１. 岡山大学における敷地内全面禁煙導入の経緯
岡山大学では、2003年10月に「岡山大学における受動喫煙防止のための指針」を定め、2004
年4月より医学部・歯学部・病院などを含む鹿田キャンパスでは敷地内全面禁煙、またそれ以
外のキャンパスでは建物内を全面禁煙にする等、学内の受動喫煙防止に努めてきた。しかしこ
のような対応では不十分であると感じている学生・職員も多く、さらに入学時0.5％の男子学
生の喫煙率が卒業時には約10％と大幅に増加し、喫煙学生の多くが大学生活で喫煙習慣を身に
付けているという現状が指摘された＊14。
これと前後して、2003年5月に健康増進法が制定施行され、その後2010年2月に厚生労働省
から新たな受動喫煙防止対策の方向として「公共の場では原則として全面禁煙すべきである」と
の方針が打ち出され、分煙から全面禁煙へ促進することが求められた。そして、2011年7月に
学長指針改正により全面禁煙を決定し、2013年2月に学長名で2014年4月1日より敷地内全面
禁煙が実施されることが予告され、看板やポスター掲示による周知徹底がはかられ、指定喫煙
所の段階的削減が行われた。
このほか、保健管理センターにより禁煙外来の案内が行われた。また、禁煙外来の相談サイ
ト＊15では
・	H24年度の本学男子学生の喫煙率は5％程度で、新入生は1％以下ですが学年が上がるにつれて喫煙率は上昇、
つまり大学に入って喫煙を覚えているという結果です。
・	タバコは4,000種類以上の化学物質、60種類の発がん物質を含んでおり、全身のがんをはじめ、肺や心臓、脳
血管疾患など様々な病気の一因となります。
・	喫煙をしている学生に尋ねると半数以上の学生がタバコをやめたいと思っているようです。しかし、はじめは
気軽に吸い始めたのかもしれませんが、タバコには依存性があるため、一旦吸い始めるとなかなかやめられま
せん。
というような啓発的文書が、グラフとともに掲載されている＊16。
2014年3月の時点で、大学の公式サイトの中の大学紹介ページでは「重要なお知らせ」3件の
うちの1件として、「岡山大学敷地内禁煙の実施について」という以下のメッセージが掲載され
ていた。
本学は、平成26年4月1日から敷地内禁煙を実施することを決定しました。津島など全ての地区で、建物内だけ
でなく、屋外も含め学内は禁煙となります。
　高等教育機関であるとともに、多くの人々が集う公的機関であることを踏まえ、タバコの煙のない快適な教
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*17	 	文法経三学部講義棟建物外壁には2014年3月15日時点で、「喫煙禁止」と大文字で書かれたポスターが7枚、
禁煙および指定喫煙場所を地図で示したポスターが10枚、また、南側出入口には、2014年4月1日からの
全面禁煙と現時点でも歩きタバコなどを禁止していることを述べたポスター1枚が掲示されていた。
*18	 	2014年4月8日以降も継続中。全面禁煙実施後における変化については、別途、分析を行う予定である。
育環境を確保し、喫煙による健康被害から学生、職員、市民の皆さまの健康を守るため、受動喫煙防止対策を
推進することとしました。
　今後、喫煙所を段階的に削減し、学生・教職員への喫煙防止教育の実施や禁煙支援、広報などを通じて、敷
地内禁煙に向けた活動を行っていきます。ご理解とご協力よろしくお願い致します。
【本件問い合わせ先】安全衛生部保健衛生管理課	企画調整グループ
また、各キャンパスの主要な門（車が出入りする門）の脇には平成25年2月付けの森田潔学長
名で、
お知らせ
敷地内全面禁煙の実施について
岡山大学は、平成26年4月1日より敷地内禁煙を実施します。
岡山大学は、高等教育機関であるとともに、多くの人々が集う公的機関であることを踏まえ、タバコの煙のな
い快適な教育環境を確保し、喫煙による健康被害から学生・職員並びに市民の皆さまの健康を守るため、敷地
内全面禁煙に向けた活動を行っています。
ご理解とご協力を頂けますよう、よろしくお願い申し上げます。
という予告看板が設置され、岡大西門守衛所や講義棟などの建物周辺には、指定喫煙場所以外
での喫煙禁止と記されたポスターが掲示された＊17。なお、これらの予告看板は、敷地内全面
禁煙実施2週間前の2014年3月17日に、「キャンパス内全面禁煙」と大きく書かれた看板やポス
ターに取り替えられた。	
上記の1.2.と比較参照してみると、以上の掲示内容における全面禁煙の論拠は、教育機関お
よび公的機関であることと、副流煙防止という目的を論拠にしていることが分かる。但し、こ
れは、掲示という性質上、不特定多数向けに簡潔で分かりやすい論拠のみにとどめたという可
能性もある。上掲の2003年10月「岡山大学における受動喫煙防止のための指針」において「入学
時0.5％の男子学生の喫煙率が卒業時には約10％と大幅に増加し、喫煙学生の多くが大学生活
で喫煙習慣を身に付けている」という問題点が挙げられていることからみて、「新たな喫煙習慣
を身につけさせない」とか「禁煙サポートのためには、喫煙を促進する喫煙場所を提供するべき
でない」といった論拠も敷地内全面禁煙の目的に含まれていることが示唆される。
２.２. 敷地内における違反喫煙行為への介入つき観察の目的
以上の経緯をふまえて、敷地内全面禁煙実施の1年前にあたる2013年4月1日より、実施後
一週間を経過した2014年4月7日まで＊18、岡山大学の敷地内の一部を対象として、喫煙行為と
吸い殻ポイ捨て行為に対する介入つき観察を行った。
ここでいう介入つき観察とは、観察対象（ここでは違反喫煙者）に積極的に関わり、対象者と
対話を行い、その結果を評価した上で、新たな観察エリアや時間帯、介入内容を改善し、その
サイクルを循環させながらエビデンスに基づいて介入による改善を目ざすというタイプの観察
方法を意味する。具体的には、
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*19	 	1学年の募集定員は、文学部175人、法学部225人、経済学部245人であり、うち60人は、法学部または経済
学部の夜間主コース在籍となっている。平日の1限は午前8時40分から開始し5限終了の17時45分まで。夜
間主コースの授業は原則として18時から19時30分と19時40分から21時10分までの2時限制となっている。
⑴敷地内の一部を巡回：指定喫煙所以外での違反喫煙の頻度、および隠れ喫煙行為の類型（場
所や時間帯）を把握する。
　このデータは、今後の重点的見回り区域の選定に役立つほか、敷地内全面禁煙実施に伴う指
定喫煙所全廃によって本当に隠れ喫煙やポイ捨てが増えるのかどうかを見極める根拠とな
る。
⑵違反行為を目撃した場合は喫煙中止を要請するなど積極的に関与：違反喫煙行為を発見し注
意を行うことの効果を量的（違反行為の頻度）・質的（違反行為の類型）に把握する。また、違
反喫煙者とできる限り会話し、違反行為の原因を質的に把握する。
⑶ポイ捨て吸い殻の実態を把握：喫煙所分煙方式から敷地内全面禁煙実施の移行過程で、隠れ
喫煙や吸い殻ポイ捨てが増えるかどうかについて、客観的データを確保しておく。
⑷観察日誌のWeb公開：禁煙を検討している他大学や全国諸地域と情報を共有する
といった4点から構成される。
３. 介入つき観察の方法
３.１. 期間
2013年4月1日から2014年4月7日。この期間は、敷地内全面禁煙（＝指定喫煙所全廃）の実
施日の1年前から実施7日後まで（2014年度入学式の前日まで）の期間に相当する。但し、2013
年4月は、講義棟南側の目視だけであり、巡回は行っていない。また、介入つき観察は2014年
4月8日以降も継続中である。
３.２. 観察エリア
岡山大学の津島キャンパス（津島北、津島東、津島西）のほぼ全域を対象とした。全域の面積
は639,621平米であった。
観察エリアはさらに以下の3つのエリアに区分された。
⑴重点観察エリアA：岡山大学津島キャンパスの中の文法経講義棟周辺を重点観察エリアとし
た。土日祝日を含み。原則として1日4回以上の巡回を行った。2013年度の観察期間中、こ
のエリアの近くには2カ所の喫煙所があり、講義棟と喫煙所は、最短の道のりでそれぞれ約
100mと約160m離れていた。地図は、結果の表示と併せて、後述する図1に示す。
　なお、文法経講義棟は17室の教室からなり、1学年あたりの関係学部の学生数は、おおむね
650人前後であった＊19。
⑵重点観察エリアB：朝5時半頃と夜21時頃に徒歩、また日中に自転車で最低2回、所定のコー
スを巡回した。雨天日、お盆正月、調査者の出張日などを除き、原則として土日祝日を含む
毎日。
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*20	 	環境理工学部、教育学部、工学部、自然科学研究科、および北東端の馬場、附属関連施設等のエリアは巡
回できていない。
*21	 http://diary.hasep.net/okadai/13no_smoking/index.html
⑶スポット観察エリア：岡山大学津島キャンパス内の北東エリア＊20を除く全域。地図は、結
果の表示と併せて、後述する図2に示す。原則として1ヶ月に1回以上、自転車にて巡回。
３.３. 介入の内容
自転車または徒歩で観察エリアを巡回し、喫煙をしている者があれば例外なく近づき、
・直ちに喫煙を中止させ
・吸い殻は絶対にポイ捨てしないこと
・どうしても喫煙したい時は指定喫煙所を利用すること。但し2014年4月1日以降はすべての
喫煙所が廃止されること。
を告げた。また状況に応じて、敷地内全面禁煙の意義、喫煙の有害性、禁煙外来の支援がある
ことなどを訴えた。
３.４. Web公開
「岡大敷地内喫煙ゼロをめざす安全衛生委員活動日誌」というタイトルのWebサイト＊21を開
設し、日々の観察記録（喫煙行為の有無、ポイ捨て現場の写真等）をそのつど追記し、ネット上
で公開した。なお、このWebサイトは民間プロバイダのサービスを利用した私設サイトであり、
部局の安全衛生委員会の公的業務ではない点をお断りしておく。
３.５. 注意行動の方針と理論的根拠
注意行動を実行するにあたっては以下の方針を堅持した。
⑴違反喫煙行為を見つけた場合は、直ちに喫煙を中止させ、禁煙の説得を行い、吸い殻を持ち
帰らせる
行動分析学における強化・弱化の基本は、行動の直後に結果を与えることである。
⑵喫煙行為に対しては周囲に聞こえるよう大声で注意する
禁煙の説得は、喫煙行動への嫌子（ケンシ）提示として作用しなければならない。単に、「こ
こは禁煙ですよ」というのは弁別刺激の提示であって、弱化機能を持たない。
なお、この⑵の方針は主として、休み時間にグループで喫煙している学生に適用した。周り
に人の居ない状況では大声を出しても「恥をかかせる効果」は期待できないからである。
また近隣の住民が長年の慣習で敷地内喫煙をしている場合は、まずは挨拶をした上でできる
だけ丁寧に大学の敷地内禁煙方針について説明した。
⑶黙認や見逃しは禁物	
人的コストの問題もあるので24時間監視というわけにはいかないが、巡視をする場合は、1
つたりとも例外、特例を認めないことが肝要。いくら禁煙のポスターをたくさん貼っても、
黙認や見逃しが常態化すれば、「この場所では、禁煙は建前だけであって喫煙しても何もと
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がめられない」という、場所や時間帯を弁別刺激とした分化強化が行われてしまう。
以上の3方針は行動分析学の枠組みで言えば、問題行動に対して嫌子を提示するという「嫌子
出現による弱化」による統制をめざすものであった。行動分析学の種々の知見によれば、この
種の「罰的統制」は、罰から逃れられるような別の問題行動を強化すると論じられている＊22。
違反喫煙行動にあてはめれば、上掲の1.3.にも述べたように、罰的統制は隠れ喫煙や敷地外禁
煙を強化する恐れがあり、継続的に観察を行う必要がある。但し、仮に隠れ喫煙や敷地外喫煙
の可能性を残したとしても、罰的統制は喫煙者に不便を強いる効果があることは確かである。
このことは結果的に、ニコチン補給を一定時間困難にし、ニコチン依存から脱却するチャンス
を提供できる可能性があり、併せて経過調査を行う必要がある。
４. 結果
４.１. 違反喫煙の頻度
2013年4月1日から2014年4月7日までの間に観察を行った日数は279日であった。喫煙行為
の目撃件数は101件あり、このうち、単独の喫煙は81件であり、残り20件は、2人組もしくは
集団の中での喫煙であった。
実際に注意活動を行ったのは101件のうち82件であった。残り19件は、喫煙者が遠く離れ
ていたり、自転車運転中で走り去ったり、観察者自身に急ぎの用事があったなどの事情による。
また、集団喫煙者の中で、観察者が近づこうとした時に逃げ去った事例が2件あった。
注意対象件数82件のうち80件における注意対象人数は96人（但し同一人物に二度注意した
ケースが2件あったので、実質人数は94人）。残り2件は、日本語検定試験受験生（外国人）と
外部団体による研究集会参加者に対するものであり、あまりにも多すぎたため正確な人数は把
握できていない。
以上の月別データを表1に示す。
*22	 	行動分析学においては、罰的統制の一般的な弊害・問題点はおおむね以下のようにまとめることができる。
1．	問題行動が生じているというのは、その問題行動が強化されているからである。その強化原因を取り除かずに、
無理やり罰的に弱化しても本質的な解決にはならない。罰を中止したとたん、当該の問題行動はふたたび活
発に生じるようになる。	
2．	よって、当該の問題行動を無くすには、その行動が強化されない（＝消去される）ような環境を作ることが最
善である。	
3．	罰的統制は、いっけん効果的であるように見えても、情動面でいろいろな弊害をもたらしやすい。	
4．	罰的統制を逃れる「抜け道」的行動を強化してしまう恐れがある。
					但し、喫煙行動はもっぱら、ニコチン禁断症状からの回復（嫌子消失）、喫煙時の快感（習得性好子出現）、集
団喫煙時における談笑（社会的好子出現）によって強化されると考えられ、また、一定時間ニコチンを遮断す
ることで依存の脱却効果が期待できることから、罰的統制の一般的な弊害・問題点がどの程度当てはまるの
については、なお議論が必要である。
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４.２. 違反喫煙の類型
今回は、観察エリアや時間帯が限られていたため、敷地内のあらゆる喫煙を類型化すること
はできない。しかし、得られた記録の範囲においても、次の3つの分類軸に基づいてある程度
カテゴライズすることができた。
⑴同伴者の有無：単独、ペア、3人以上の集団、集合状態（同じ場所に単独喫煙が集合）
⑵時間帯：曜日/早朝、出勤・通学時、休み時間、昼休み、放課後、夜、深夜
⑶場所：講義棟裏（北側）、講義棟隣接飲料自動販売機、路上、文学部中庭（ベンチまたは敷石）、
座主川遊歩道、生協食堂オープンカフェテラス、農産物販売所ベンチ、移動（歩行または運転）
その結果、単独喫煙と集団喫煙それぞれにおいて、以下の類型の頻度が多いことが分かった。
なお【 】内は該当件数を示す。
【20】単独 ＆ 休み時間 ＆ 文学部中庭（ベンチまたは敷石）
【13】単独 ＆ 休み時間 ＆ 講義棟隣接自販機前
【 7 】単独 ＆ 休み時間 ＆ 講義棟裏
【 6 】単独 ＆ 休み時間 ＆ 座主川遊歩道
【 4 】集団 ＆ 休み時間 ＆ 講義棟裏
【 3 】集団 ＆ 休み時間 ＆ 自販機前
【 3 】集合状態 ＆ 休み時間 ＆ 講義棟裏
以上のうち、「単独喫煙＆文学部中庭＆休み時間」という類型は、総数では20件と最も多かっ
たが、11月以降は、11月に1件、12月に1件、合計2件のみに激減した。但し、これらが注意
喫煙形態(件数）
年・月 観察日数 目撃件数 単独 2人以上 注意件数 総人数 備考
2013年4月 3 3 2 1 3 4 建物からの目視
5 24 7 6 1 7 9
6 25 21 19 2 19 22
7 23 14 11 3 12 15
8 19 6 5 1 4 4
9 26 2 1 1 2 1+α 日本語検定試験
10 29 11 7 4 9 11
11 27 12 11 1 7 9
12 22 5 3 2 4 3+α 外部団体研究会
2014年1月 25 5 3 2 4 5
2 26 4 4 0 1 1
3 23 2 2 0 1 1
2014年4月 7 9 7 2 9 11 全面禁煙実施
279 101 81 20 82 96+α
表1　月別の観察日数、目撃件数、喫煙形態、注意件数、総人数
Note： 9月と12月において総人数に「＋α」がつけられているのは、検定試験受験者や研究会参加者が多数
であったために正確な人数が把握できなかったことを意味する。
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活動の成果にあたるのか、単に寒さが増したことによるものかは断定できない。座主川遊歩道
沿いでの喫煙は、すべて、2014年4月1日以降、最寄りの喫煙所が廃止されたあとに見られた
行動である。
４.３. 違反喫煙者との対話
1年あまりに及ぶ注意活動期間中、違反喫煙者への注意が、その場での長時間の対話に及ぶ
ことがあった。その中で1時間以上にわたって話し続けた事例は2件であった。
以下、対話の中で出された主張や疑問の要点をカテゴリー別に列挙する。但し、個人情報保
護のため、日時・場所・所属は記さない。
⑴違反しても喫煙する理由
・喫煙所が遠い。休み時間中に喫煙所まで通う時間が無い。大雨の日は特に不便。
・喫煙所の数が少ない。
・周りに人が居なければ吸ってもよいはず。
・罰則規定が無いので、注意されても守る気は無い。罰則の無い決まりは効果がない。
・喫煙は法律で禁止されていない。
・講義棟近くでは、夜には、学生ばかりでなく、教授とおぼしき年配の男性が喫煙しているのを見かける。学生
にだけ禁煙を強いるのは不公平だ。
・他大学では、学内の喫煙者の反対により敷地内禁煙方針が撤回されたところもある。
⑵大学の禁煙化方針について。
・喫煙者の意見が反映されていない。
・タバコを吸わない人には喫煙者の気持ちは分からない。
・在学生に対して、何の意向調査も無しに突然「敷地内全面禁煙」を決めるのは一方的すぎる。
・禁煙希望者に大学から支援金を出してほしい。
（3）喫煙自体について
・結婚して子どもが生まれたら禁煙にする予定だが、（今は独身なので）すぐに止める必要はない。
・お金が無いので禁煙治療を受けられない。
・就職に不利になるというが、自分は社会人学生で職場では自由に喫煙できるので、止めなければならない理由
はない。禁煙を必要とする学生だけに禁煙させればいい。
・タバコを禁止するとタバコ農家が生活できなくなる。
・大学でいくら禁煙指導をしても自分はゼッタイにタバコを止めない。だから大学での禁煙指導は効果が無い。
・禁煙指導を強めることは、喫煙者への人権侵害、差別、偏見をもたらす。
・レストランに灰皿があれば、周りに人がいても喫煙して構わない。それは喫煙者の権利だ。店内を禁煙にする
かどうかはレストランのオーナーが決めることだ。
・日本国内では20歳以上の喫煙は認められているし、喫煙者は多額の税金を払っている。
以上の主張や疑問については適宜回答したが、紙数の都合でここでは省略する。なお2点だけ
誤解がないようにお断りしておくが、まず今回の介入つき観察では、喫煙者が学生であっても
年配者であっても、区別せずに注意を行っておりいかなる特例も設けていない。また、2.1.に
も述べたように、岡山大学内における禁煙方針は10年以上前から検討されており、喫煙所の
段階的削減やポスター・看板による敷地内全面禁煙予告を行っており、突然の実施という反論
はあたっていない。
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大学敷地内における違反喫煙の類型と介入つき観察の効果（長谷川）
４.４. 吸い殻ポイ捨ての頻度と類型
重点観察エリア（A、B）、スポット観察エリアにおいて確認されたポイ捨てのうち、
・観察時に同時に10本以上のポイ捨てが確認された地点
・10本以下であるが、毎週一度以上、同じ場所で同じ様態のポイ捨てが見られた地点
を図1に示す。
図1 重点観察エリア（A、B）、スポット観察エリアにおいて同時に10本以上のポイ捨てが見
られた地点。このうち当該場所に禁煙警告ポスターが貼られたのちにポイ捨てが減少した地点
は▲印、ポスター掲示後も減少しなかった地点は◆で図示した。また、10本以下だが週一度以
上の規則的なポイ捨てが見られた地点を×印で図示した。2014年1月1日現在の岡山大学喫煙
所マップを改変。
吸い殻ポイ捨てが最も多かったのは講義棟裏（出入口階段、砂利敷き、周辺通路など）であり、
2014年1月から2月には合計で50本以上となることもあった。但しこの合計本数には前日まで
の残骸も含まれており、1日あたりのポイ捨て本数は吸い殻の新しさやデジカメ写真による位
置照合などから、10本〜20本程度と推定することができた。
吸い殻ポイ捨て本数は、清掃作業の有無によって大きく変動し、また、ポケット灰皿使用者
や排水溝のフタの中に投げ捨てるといった違反喫煙を把握できないというデメリットがある
が、少なくともその場所で喫煙が行われていたという証拠にはなる。もっとも、4.2. の違反喫
煙行為の類型化と異なり、ポイ捨て者の正体は観察できない。また、ポイ捨て時刻も、朝、午前、
午後、夕刻、夜間、といった大ざっぱな分類となり、かつ、推定に頼らざるを得ない。いっぽ
図1
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う、場所については、吸い殻がその場に残るということから、精密な分類が可能であった。特
に本数の多かった上位5位までの地点は以下の通りであった。
⑴講義棟裏：夕刻〜翌朝
⑵座主川沿いの遊歩道の一部：夜間
⑶北福利施設周辺：夜間
⑷大学会館西側ベンチ：時間帯不明
⑸体育館南側：時間帯不明
但し、（1）が最も多かったのは観察頻度が高かったためとも言える。また（2）と（3）については
禁煙ポスター掲示後のポイ捨て数が長期間ゼロになるといった減少効果が確認できた。
５. 考察
５.１. 違反喫煙の類型
最寄りの2箇所の指定喫煙場所が講義棟から100m、160mという近さにあった2013年度一年
間においても、講義棟やその南側の中庭付近での違反喫煙はかなりの数にのぼった。この原因
としては、
・出入口近辺や建物周辺で喫煙するという長年の習慣が継続。【長年にわたる強化】
・休み時間が短いため、最寄りの場所として利用。【最寄りの場所で吸うことによる時間短縮
がもたらす強化】
・屋外であれば、副流煙の害をもたらすとは考えられないという信念。【ルール支配行動】
・他者から注意されなければ、あるいは、誰にも見られていなければ構わない。【嫌子出現阻
止の回避の随伴性】
などが考えられるが（【】内は対応する行動随伴性についての推測を示す）、今回の観察では、
講義棟と喫煙場所との距離の操作、監視活動の頻度操作といった要因操作に基づく分析を行っ
ていないので、確かなことは言えない。しかしいずれにせよ、指定喫煙場所が設置されても、
それ以外の場所での違反喫煙が少なからずあったことは確認できた。
５.２. 介入つき観察の効果
前期の授業期間5月から7月と、後期の授業期間10月から11月を比較すると、喫煙目撃件数
は35件から23件、注意件数は31件から16件に減少しており、少なくとも日中の講義棟周辺で
の違反喫煙防止には一定の効果があったと言える。さらに、同一人物への二度以上の介入が2
件にすぎなかったということも、喫煙を一度注意されたあとに同じ場所では喫煙しないという
効果をもたらしていると傍証できる。
とはいえ、単発的な違反喫煙をゼロにするところまでは至らなかった。また後述するように、
吸い殻ポイ捨てが相当数にのぼっていることにも留意する必要はある。
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５.３. 吸い殻ポイ捨ての類型
違反喫煙行為の多い場所では、ポイ捨て吸い殻の数も多くなるが、両者は完全には比例関係
にはない。これは、介入つき観察を行っていない夕刻から深夜の時間帯に、集団喫煙が行われ
たためと推定される。禁煙のポスターをいくらたくさん掲示しても、溜まり場になりやすい場
所（講義棟出入口付近の、腰掛けやすい階段）、あるいは夜間照明のある場所、通勤通学路にあ
たっている路上でのポイ捨てはなかなか無くならないようにみえる。但し、座主川沿い遊歩道
のように、禁煙警告ポスター掲示後に長期間にわたってポイ捨てがゼロになったエリアもあり、
それぞれの地点の特質を考慮する必要がありそうだ。
いずれにせよ、大学構内各所に喫煙所が設置されていた2013年度一年間においても、喫煙
場所以外でのポイ捨て行為は相当数にのぼっており、喫煙所を廃止するとポイ捨てが増えると
いう議論は必ずしもあたっていないように思われる。
５.４. 敷地内全面禁煙実施後の変化
4月1日実施後、文化科学系総合研究棟南側の座主川沿い遊歩道で、隠れ喫煙が目撃される
ようになった。いずれも、当該研究棟の近くにあった喫煙所が廃止されたため、やむなく樹木
の間の人に見られにくい場所で喫煙したものと思われる。もっとも、喫煙を止めるように注意
した対象者の中には、この場所は敷地外であると勘違い、もしくは、都合のいいように解釈し
ていた者もあった。その後、遊歩道周辺には新たに禁煙ポスターが掲示されており、4月7日
までの違反喫煙が今後どうなるのかは不明である。
６. 総合考察と展望
敷地内全面禁煙実施前1年間の介入つき観察を通じて、以下の点が明らかになった。
⑴喫煙所が設置されていたにも関わらず、喫煙所以外の場所、とりわけ、講義棟周辺での違反
喫煙や吸い殻ポイ捨ては、かなりの頻度で見られた。
⑵禁煙や、指定喫煙所での喫煙を促すポスターの掲示は必ずしも有効ではなかった。但し、日
中、人の出入りの多い場所での違反喫煙をある程度減少させた可能性はある。
⑶介入つき観察を継続する中でも違反喫煙をゼロにすることはできなかった。但し、日中、人
の出入りの多い場所での集団喫煙は抑止できた。また、同一人物に二度目の注意を行った件
数が96件中2件に過ぎなかったことからみて、同一喫煙者が同じ場所で違反喫煙をするとい
う行動の弱化には有効であった可能性がある。
以上述べたように、敷地内全面禁煙という理想とは裏腹に、違反喫煙をゼロにできない実態
が明らかになった。しかし、このことをもって、全面禁煙は不可能であると結論づけるのは当
たらない。
まず、喫煙者にもいろいろなレベルがあり、このうち、
・敷地内全面禁煙の予告を受けて卒煙に踏み切った
・喫煙所まで足を運ぶことの面倒さから喫煙回数を減らし、結果的にニコチン依存が軽減した
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・喫煙を止めるように注意を受けたことで、少なくともその場所での喫煙を止めた
といったタイプでは、禁煙掲示や介入つき観察が大いに有効であったという可能性がある。要
するに、喫煙対策の有効性というのは、x％の喫煙者をゼロにできるのかどうかという二者択
一の効果として検証されるべきではない。30％の喫煙率を20％、20％を10％というように、
少しずつ減らしていく上での有効な対策は、それぞれのレベルで質的に異なっている（30％を
20％に減らす時に有効な方法は、20％を10％に減らす時に有効な方法とは質的に同一ではない）
と考えるべきである。
では、今後はどのような対策が考えられるであろうか。
第一の対策として、違反喫煙を目撃した時に誰もが躊躇なく制止できるような環境づくりが
必要である。大学構内で休憩・談笑する学生たちのあいだで、違反喫煙を止めさせようという
確実な環境が形成されれば、禁煙ポスターを貼らなくても、あるいは監視員巡回や監視カメラ
設置といった強固な罰的統制に頼らなくても、違反喫煙やポイ捨ては防げるようになるはずで
ある。
しかし、そのためにはまず、少なくとも2つの条件を整備する必要がある。
1つめの条件は、学生・教職員全員が、喫煙や副流煙の有害性についての理解を深めること
である。現時点では、自分のすぐ近くで違反喫煙があっても、それを有害と感じない学生が少
なくない。じっさい、今回の介入つき観察の中で、大学会館玄関付近で、早朝集合をしていた
10数名のサークル部員の中の1名が喫煙をしながら仲間と談笑しているという事例が2回あっ
た。これらの問題の本質は、単に違反喫煙が2件あったということではなく、同じ場所に居合
わせた他の学生たちが、違反喫煙行為があったにも関わらずそれを制止しなかったという点に
ある。これは極言すれば、サークルの仲間がスーパーで万引きをしたり電車内で痴漢をしてい
るのを目撃しても、見て見ぬふりをするのと同様である。制止しなかった理由としては、副流
煙の被害についての理解が足りないという可能性が挙げられる。副流煙が有害であると知って
いる者であれば、すぐ横での違反喫煙を放置できるはずがない。これを改善するためには、オ
リエンテーションやガイダンスで敷地内禁煙の周知徹底をはかるばかりでなく、健康教育の一
環として、タバコの有害性を学ぶ授業を全員必修化することなどが必要ではないかと思う。ま
た、教職員に対する研修も定期的に行う必要がある。
2つめの条件は、学内において、違反喫煙を注意した者が不利益を受けないような環境作り
が必要である。上掲の大学会館玄関付近での喫煙の事例もその可能性があるが、自分の周りで
喫煙行為があっても和やかな雰囲気を壊さないために敢えて副流煙を黙認する、我慢するとい
う風潮は依然として強いように思われる。また、サークルやゼミの先輩、指導教員、あるいは
上司職員などの喫煙を制止できないような無言の圧力（アカハラやパワハラ）がかかっている可
能性もある。特にサークル活動中（集合・解散時や学外でのコンパを含む）の喫煙容認は、サー
クル活動を通じて新入生が喫煙習慣を身につける可能性につながるため、きっちりした禁煙指
導が求められる。喫煙を制止しようとしたために何らかの嫌がらせを受けた時には、被害者が
直ちに通報し、加害者を査問できるような体制を整備することも必要であろう。
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次に第二の対策として、サークル等集団内での禁煙率を上げるための活動を支援していく制
度が必要と思われる。これまでの喫煙対策は、もっぱら、喫煙者個人個人に対して禁煙を呼び
かける、禁煙希望者に禁煙外来を紹介するといった個別的対応に終始していた。しかし、敷地
内では仲間同士の集団喫煙のほか、上掲のように、サークル活動中（集合・解散時や学外での
コンパや合宿を含む）の喫煙が黙認・許容されている可能性が高い。よって、すでに喫煙して
いる人ばかりでなく、非喫煙者を含めた、集団・集合場面での喫煙を許さない環境作りが必要
である。これには罰的統制とポジティブな統制が考えられる。罰的統制とは、サークル活動中（集
合・解散時を含む）に部員が敷地内喫煙をした場合にそのサークル名を公表したり、改善が見
られない場合には活動停止にするといった対応を行うことである。サークル内で未成年学生へ
の飲酒を黙認したり強制した場合（「アルハラ」）には活動停止や廃部といった厳しい処分が行わ
れる場合があるが、喫煙行為に関しても同様の対応を明文化する必要がある。但し、以上述べ
た罰的統制だけでは、積極的な禁煙推進は期待できない。よりポジティブな対応としては、例
えば、以下のような活動を積極的に行っているサークルを「模範的健康サークル（仮称）」として
認証し、新入生勧誘の際にそのことがアピールできる（認証を受けないサークルは「不健康サー
クル」として低く評価される）ような対策をとることも一案である。
・学内はもちろん、学外においても、サークルとしての活動中（集合、解散、非公式なコンパ
を含む）、指定喫煙場所以外での喫煙は一切しない。
・未成年者（新入生の大半）には喫煙をさせない。
・サークルとして、副流煙の防止を徹底する。
・他の部員に喫煙を勧めない。
・喫煙を中止するように注意した部員に対して嫌がらせをしない。
・サークルの部長・責任者は以上を厳守する。
これらが定着し、禁煙対策についていっそうの理解が進めば、違反喫煙・迷惑喫煙を放置し
ているようなサークルは悪い評判によって入部者が集まらず、廃部処分にしなくても自然に解
散に追い込まれることになるだろう。
最後に、岡山大学の場合、敷地内禁煙の推進はもっぱら、学内の安全衛生委員会と安全衛生
部保健衛生管理課の手によって行われているが、もともと安全衛生委員会は、法律で事業場ご
とに設置が義務づけられている委員会として構成されたもので、労働災害の防止、防火・防災
対策、敷地内の交通安全対策など幅広い業務に携わっている。いっぽう、学生・教職員の健康
管理については保健管理センターがあり、さらにサークル活動は学生支援センター、というよ
うに縦割りになっていて、必ずしも十分に連携できる体制にはなっていないように思われる。
よって、上述のような対策を強力に推進するためには、大学内において、敷地内禁煙の徹底と
禁煙サポート、サークル活動の禁煙支援を統括的に行うセンターを設置することが求められる。
７. 引用文献
　本稿では印刷文書よりもネットで公開されているコンテンツの引用が多かったため、印刷媒
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体の引用文献表は作らず、脚注に記した。なお、ネットのリンク先URLはサイト開設者の都合
によりしばしば変更されることがある。この場合は、文書名で再検索するか、インターネット
アーカイブ（Internet Archive、https：//archive.org/）に当該のURLを入力して過去ファイル
を取り寄せていただきたい。
